
人材問題小委員会報告書 

第 1 章「人材の育成・強化のあり方――原子力発電所の保修を中心に」の要約 

 課     題 課    題    内   容 米国調査結果 我 が 国 に お け る 対 策 提  言 対策と

の関連 

１) 
技術技能の伝承の   

仕組みづくりとレベル

維持 

① 技術・技能者の高齢化対策を。 
② 技能伝承はＯＪＴ中心であり、 

作業員の定着を。 
③ 受注減でメーカー人材確保が危うい。 
④ 原子力特有技術技能を共通資格に。 
⑤ 作業者に一定の技能教育訓練を。 
⑥ 教育効果蓄積に向け経験者割合の

向上を。 

①②③マニュアルを整備。またＯＪＴ 
 も技術伝承の重要な手段と認識。 
④⑤資格制度及び技能訓練環境の整備。 
 機器毎の保修ガイドの採用やアライ 
 アンスで作業方法を統一。 
⑥ 成果や技量に応じた報酬制度や 
 直営により生産性向上意欲を増進。 

①②③ 原子力特有のコア技術技能のＯＪ 
  Ｔを早期システム化。 
④ 民間資格認定制度の設置。 
⑤ 作業者に対する技能訓練の標準化。 
⑥ 多層構造の削減、緩和による作業員の 
  定着 

２） 
 
人数の確保 
 

① 少子化時代の到来に向けた施策を、
併せて、３Ｋイメージ払拭を。 
② 中核となる地元学生減少傾向対策を。 
③ 全体に占める管理者割合の削減を。 
 

①②電力社員直営方式が主流で 
 定検中も外注は 3分の１程度。 
 一方請負依存会社も少数ある。 
 規制が合理的（労働時間、被ばく 
 線量）。専任マネージャーが多能 
 工を時間単位、分単位で管理。 
 ピーク時人数 日本：米国=２：１。 
② 作業員が高齢化しており今後 
 の採用と育成が緊急の課題。 
③ 作業者に対し管理スタッフの数が   

 少ない。 

① 工事量削減、定検人数ピークの抑制 
  のための年間工事量の平準化。 
  実質作業時間確保のため規制(民間ル 
  ールを含む)の高度化、環境整備。 
② 幅広い技術技能をもたせる多能工化。 
③ 多層構造見直しによる管理者、スタッ 
  フ数削減。 
 

３） 
工事方法の合理化・ 

省力化 
 

① 電力、元請が現場実態を把握した

上での省力化合理化を。 
② 契約を人工ベースから作業単位へ

の移行を。 
③ 人材を有効活用出来る仕組みづく

りを。 
④ 契約にも競争原理を。 
 

① 直営で、現場作業者が直面する 

 課題、問題点を正確に把握し、 

 即改善実施。 

 規制緩和で、工事の時期を 
 運転中に移行。定検中：運転中の 

 工事量が３：７。（日本は７：３） 

② 外注について複数年契約導入。 

③ ＣＢＭ（状態監視保全方式）に 

 より工事量を削減。 

① 直営率による作業実態把握の上の合理 
  化・省力化。 
② 合理化・省力化インセンティブ（複数 
  年契約など） 
③ サイト間での同種、同類作業の比較。 
④ 競争原理導入可能な条件の整備。 
 （例えば、発注者側の図面、データ等） 

４） 人材の共通活用 
 

① 少数基サイトの効率的運用を。 
② サイト間移動に消極的な意識の  

変革を。 
③ 建設経験の減少傾向対策を。 
 

①③定期検査は発電所間の応援が前提。 

 アライアンスで工法、ルールなどを 

 自然に統一。 

② 発電所間のアライアンス、交替 
 勤務などが一般的。 

①③複数サイト間で専門技術者技能者を 
  共用化。（アライアンス実施、サイト間 
  で管理手続、ルールの共通化。） 
  人材以外（貯蔵品等）の共同管理など。 
② 民間資格認定制度、多能工化、社内 
  アライアンス、施設整備 

５） 
 
地元活性化への貢献 
 

① 技術力を持つ地元工事会社、地元

作業者の育成を。 
② 地元作業者の賃金水準向上を。 
 

 ① 地元企業の技術力向上の支援 
② 地元作業者の多能化による賃金水準   

  向上 

（１）原子力保修技能者に係る民間資格制度の設立 
 保修技能者の数とレベル確保、安定的確保のため、民間資格 

制度を設立する。資格化する技能の種類、レベル、認定方法、   

資格の有効範囲を検討するための場を設ける。 

（２）多層構造の緩和 
 現場の問題点の発掘、技術力の向上、管理スタッフ削減のため、

直営率を見直し増大を図る。また、直営部門の業務量を年間平準

化し、経済性を持たせるため、社内あるいは事業者間アライアン

スを試みる。 

（３）年間工事量の削減と平準化の取り組み 
 アライアンスの実施及びＣＢＭ（状態監視保全）、リスクベース

のメンテナンス導入による年間工事量の削減。停止中の検査工事

の運転中移行による工事量の平準化。このため規制の高度化に  

ついて技術的検討をするための場を設ける。 

（４）管理手続き、運営ルールの見直し、統一化 
 各サイトの多種多様な管理手続、運営ルールを見直し、実質  

作業時間の確保を図り、アライアンスを容易にする。このため各

社が協力して見直し、統一を検討するための場を設ける。 

（５）プロセスの改善 
 保修等発電所の維持管理に係る様々な作業プロセスについて 

各社の実績の評価、比較、差の分析などを行いその成果を共有  

出来る仕組みをＮＥＩのプロセス管理を参考として作り上げる。 

（６）エンジニアリングセンター構想 

  以上（１）から（５）の提言を実行あらしめる有効な方法
としてエンジニアリングセンターをアライアンスの中核と

して設置し、 
① 保修技術者、技能者の配置運用管理。 
② 作業ルール、マニュアル,放射線管理方法等の統一化の推進。 
③ 民間資格を所有した技能者等を登録、サイト間での活用。 
                   を行うことが考えられる。 

（別紙３「エンジニアリングセンター構想案」 参照） 
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保修体制の将来展開イメージ（案） 

 

直営率の見直し 

年間業務の平準化（規制の  

高度化） 

・運転中：停止中＝３：７を変える 

共通資格制度の設立  

OJT のシステム化 

民間ルールの見直し、統一  

『『保保修修技技術術訓訓練練セセンンタターーのの設設立立』』   

産
業
界
（
電
力･

メ
ー
カ･

工
事
会
社
等
） 

・各施設に共通する入所時教育の合理化  

・作業員の実技訓練  

・OJT 指導員･作業責任者･作業管理者に対する教育

メニューの制定（共通化の推進）  

・保修アライアンスの条件整備としての資格認定  

制度の検討･導入 

１） 技術伝承と仕組みづくりと         

レベル維持 
 ・高齢化への対応 
 ・技術伝承の在り方 
・技能教育訓練の在り方 
 
２） 人数の確保 
 ・少子化対策 
 ・３K イメージの払拭 
 ・地元学生対策 
・管理者割合の削減 
 
３） 工事方法の合理化・省力化 
 ・電力、元請の実態把握 
・契約方法の検討 
（人工ベースから作業単位へ） 

・契約の競争原理 
 
４） 人材の共通活用 
 ・少数基サイトの効率運用 
・サイト間移動に対する  
 意識改革 
・建設経験の減少傾向対策 
 
５） 地元活性化への貢献  

 ・地元工事会社、作業員の育成 
 ・地元作業員の賃金水準向上  

 

現現 状状 のの 課課 題題     スス タタ ーー トト 時時                               拡拡 充充 期期                               将将 来来 イイ メメ ーー ジジ   

（W G２よりの提案内容） 

コスト低減の追求 

 

共通管理、共通化の調査 

 

各種仕様の統一 

 

競争原理の導入 

 

 社内アライアンス   多数電力間アライアンス 

『『エエンンジジニニアアリリンンググセセンンタターーのの設設立立』』   
１．構想のねらい 

・ 技術力維持、少子化対策、コスト低減、安全・品質の 
 維持向上 
・定期検査短縮要請への対応 
・技術者、技能者、作業者の全国的な効率運用 
・原子力の地場産業化、地元企業育成 等 
２．構 成 

・アライアンスをする会社より保修部門員を出向。 
・センター長の下に以下の 3 部門を置く。 

①設計部門 
 工事設計、アライアンス内のトラブル水平展開、 
 消耗品の共同購入、共同管理 等。 

②直営工事部門 
 キャラバン方式での直営工事の実施 等 

③登録技能者運用部門 
  技能者のネット登録、派遣調整 等 
＊交換部品・消耗品・役務契約・ソフト開発については 
 各部門共通化し、コスト低減を図る。 
  

資格者のネット登録  

 共同購入・ネット登録 

インセンティブ契約の実施  

保 

修 

体 

制 
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電力二社間アライアンス 

『『教教育育訓訓練練情情報報セセンンタターーのの設設立立』』   

（W G２よりの提案内容） 

・各機関のニーズ、提供可能な機能調査  

・教育インフラをオープン利用できる場の提供  

・Web 上の案内、審査、登録管理 

・Web ベーストレーニングコースの開設 等 

 



（１）全般的状況 （１）需給のアンバランスと｢質｣のミスマッチ （１）新しいパラダイム創出への期待 産官学の各機関が協力し、教育・人材 （１）大学・研究機関・産業界が
○原子力産業は、これまで優秀な人材の確保・市 ○原子力産業への就職希望者数に比べ、産業界 （従来）エネルギーの安定供給，国内での産 育成について中長期的視野からの取組　　　有する教育機能をネットワークで
場拡大・雇用伸張の好循環下で成長。 ・研究機関の需要が少なく需給は買い手市場に｡業活動，発電に重点。(原子力は必要な産業) みを強化。 結合させたＮes Ｎet を構築する。

　・Ｎes Ｎetの骨格の下で、教育訓
○近年にいたり、自由化や需要不透明感による研 ○質の面では，新卒者の学力低下等、質の低下 （今後）エネルギー利用と環境の両立，国際 （１）新しい教育システム（仮称：原子 　練情報センター業務からスタート
究の弱体化に直面。人材の空洞化がじわりと進行。が問題となっている。幅広い教養や柔軟で論理 競争力を有する産業活動，利用分野拡大。 力教育システムネットワーク「Ｎｅｓ 　する。

的な思考を重視する傾向。 (社会が必要とする産業へ) Ｎｅｔ」)の構築 　・Ｎes Ｎetの設立に向け協議会
○今後、原子力が役割を果たしていくためには、 （役割）人材の安定的確保，再教育（資 　を設置する。
人材確保は不可欠の課題。同時に社会の信頼を回 ○大学教育の質的低下傾向に加え、優秀な人材 格認定），国際的人材育成，実地研修
復するために技術者倫理の確立が課題。 は学究の道を選択する傾向。また学生は自分が 充実，研究開発力強化，基幹技術者・

やりたいことがやれる、あるいは新しい仕事に 研究者の育成 （２）新たな原子力産業創生に向け､
○電気事業者は、設備投資削減、燃料サイクル事 取り組むことが出来る職場環境を求めている等 ○新しいパラダイムへシフトしていくために （運営）ネット運営，施設や講師の相互 産官学の連携を強化する。
業推進に注力。原子力系技術者の採用数の減少下 求人側とのミスマッチが拡大。 は、国民が安心して原子力利用を享受するこ 活用，段階的範囲拡大，事務局機能の 　・産業界は自らの戦略に基づいて
電気・機械系技術者を重点採用。非原子力系技術 とが前提。原子力技術と社会との強固な関係 効率性追求 　大学・研究機関を活用しつつ技術
者への原子力教育ニーズが増大。 構築へ。 　開発を行うこと。

　・国は原子力教育を充実するとと
○メーカーは 受注不透明化、売上頭打ちの状況下 （２）新たに挑戦すべき技術分野 （２）社会の信頼の回復 　もに、大学・研究機関などで発案
熟練工高齢化も手伝い、技術伝承が懸念材料。 ①現状技術の挑戦 ○社会が正しい情報を共有することがで 　される新たな技術を産業技術とし

　・軽水炉技術高度化・サイクル推進と放射 きるシステムの構築。 　て結実させるシステムを構築する
○保修工事業も 定検短縮・作業集中化により、作 　性廃棄物処分技術開発 ○原子力関係者は積極的な情報公開を進 　よう要望する。
業者確保が課題。採用面では電気・機械系が中心。（２）取り組むべき課題 め、法令遵守とともに強い技術者倫理を 　・大学においては、研究教育活動

○将来にわたり「原子力は魅力ある産業」であ ②新技術への挑戦 確立する。 　の基盤強化、原子力イノベーショ
○研究機関は、政府予算の削減傾向下、研究技術 ることを示す。 　・新型炉開発，社会システムに適合した炉 　ン研究等に積極的に取り組み、教
能力維持のため、現象解明・問題発見型人材への 　概念構築，放射線利用。 　育施設等を研究機関との連携等を
ニーズが増大。 ○将来の人材確保に向けた新しい横断的教育シ （３）魅力ある産業創生の実現に向けて 　含め整備し、必要な人材の質と量
　 ステムを構築する。 ③新領域への挑戦 ○エネ関係者の幅広い意見集約等を促す 　を確保する教育体制を作る。
○大学では、原子力系志願者減、学科名称変更、 　・他エネルギー分野参入(水素利用)，国際 枠組み作り。 　・研究機関においては、原子力
設備老朽化による実習教育の低下等の状況下、学 　競争力強化，管理技術利用拡大。 ○新産業創生を育む資金や税制面での政 　ニ法人統合を機会に、大学・産
生の７割が原子力界を就職先として希望。実際に 策措置に関する検討の場の設置を。 　業界と連携して、原子力基幹人材
は全体の４割しか就職できていない状況。 　の育成，産業のインキュベーシ

（４）大学の教育基盤の強化 　ョン機能等の産官学の連携を強化
○産業界や研究機関の施設活用を含めた 　促進する。
大学の教育設備の維持改善を図る。

（２）原子力技術の維持・伝承 ○学生に魅力あるカリキュラムの編成を
○今後、原子力の技術伝承の問題が顕在化する可 行い、同時に履修責任を求める。
能性がある。そのため従来の技術伝承に工夫をこ ○産学研等連携し、一体化した教育体制
らし、この「原子力知」の継承発展が課題。 の下で研究。教育者育成を図る。

○この問題は世界的な問題であり、IAEAは2002年
に｢原子力知の管理に関する会合｣を開き、対応策 （５）原子力「知」への積極的取組みを
等検討している。 ○IAEA会合で指摘された対策への取組み｡

○原子力専攻学生への奨学金の増強。
○研究者派遣交流への支援制度の創設。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２章　「将来の人材確保を目指して」の要約   　　　　　　　　　　　　　　　                                                                             

魅力ある原子力産業
対策案 提　言

への方向と課題

人材確保をめぐる現状と問題点
取り組むべき課題

現状と問題点



大学 

〇原子力教育、基礎研究機能

の強化 

研究機関 

〇プロジェクト型研究開発機能、

基盤技術研究開発機能の強化 

〇研修センター機能の充実 

連携大学院の充実 

原子力教育システムネットワーク（Nes Net）の将来展開イメージ 
 

・原子力専攻者への雇用吸収力の減少 

・学生の原子力離れ 

・研究施設の老朽化 

・大学の独立行政法人化 

・研究機関の機能見直し、統廃合 

・魅力ある産業創生のニーズ 

・エネルギー需要の伸びの低下 

・電力市場自由化による低コスト構造の

実現要請 

・建設から運転･保守への重点シフト 

・環境対策エネルギーとしての優位性の

実証 

・発電以外の新たな需要創出への期待 

大
学
・
研
究
機
関 

産
業
界
（
電
力･

メ
ー
カ･

工
事
会
社
等
） 

〇Web-Site上の案内、アクセス、審査、受入、登

録（有料化） 

◎各機関のニーズや提供可能な機能の継続的調査 

◎Webベーストレーニングコースの開設 

（コンテンツの制定･充実） 

教育訓練情報センター 

〇各機関、企業の教育インフラを相互にオープン

利用できる情報の提供･斡旋 

情報：研修コース、施設等の開示 

利用条件（期間／人数／費用）の明示 

◆スタート時はニーズのある組織の相互連携から

始め、マルチ･フレームには拘らない 

◆発展型としてはバイ･フレームからマルチ･フレ

ームへ自然体として展開することをイメージ 

◆運営主体の関係者による認知 

背 景 スタート時 拡充期 将来イメージ 

基幹技術者育成コース 

〇現状技術の高度化、新技術への挑戦、新領域への挑戦等、魅力ある産業創

出に向けた研究者･技術者の育成 

〇大学との連携、役割分担の推進 

◎産業界、国･自治体等のニーズを踏まえたエンジニア実務教育（ビジネス

スクール）の機能補完 

◆統合新法人と大学をコアにした運営主体の検討 

独立行政法人化 

2 法人統合 

8/5 基本報告 

産学との連携･協力の推進

による人材育成を新法人の

役割の一つとして明記 機能の提供 

保修技能訓練センター 

〇各施設に共通する入所時教育の合理化 

〇作業員の実技訓練 

〇OJT 指導員･作業責任者･作業管理者に対する

教育メニューの制定（共通化の推進） 

◎保修アライアンスの条件整備としての資格認

定制度の検討･導入 

・対象技術の選定と教育内容の整備 

・対象職種毎のカリキュラム制定 

◆運営主体の検討 

・日本型保修多層構造の見直しによる低

コスト構造の追求 

・新しい保修体制に必要な人材の教育･

訓練 

WG1の下支え 

少子高齢化社会の到来 

〇 … 当該機関が取組む事項 

◎ … 当該機関の課題として検討する事項 

◆ … 当該機関発足に係る事項 

コースの紹介 


